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各派内示・記者会見資料 （平成24年２月16日）

平成 2 4年２月秋田市議会定例会提出予定案件

件 名 説 明

「 予 算 案 」 29件

１ 平成24年度秋田市一般会計予算の ○資料別紙

件

２ 平成24年度秋田市土地区画整理会

計予算の件

３ 平成24年度秋田市市有林会計予算

の件

４ 平成24年度秋田市市営墓地会計予

算の件

５ 平成24年度秋田市中央卸売市場会

計予算の件

６ 平成24年度秋田市公設地方卸売市

場会計予算の件

７ 平成24年度秋田市大森山動物園会

計予算の件

８ 平成24年度秋田市廃棄物発電会計

予算の件

９ 平成24年度秋田市国民健康保険事

業会計予算の件

10 平成24年度秋田市母子寡婦福祉資

金貸付事業会計予算の件

11 平成24年度秋田市介護保険事業会

計予算の件

12 平成24年度秋田市後期高齢者医療

事業会計予算の件
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13 平成24年度秋田市病院事業会計予

算の件

14 平成24年度秋田市水道事業会計予

算の件

15 平成24年度秋田市下水道事業会計

予算の件

16 平成24年度秋田市農業集落排水事

業会計予算の件

17 平成23年度秋田市一般会計補正予

算（第12号）の件

18 平成23年度秋田市土地区画整理会

計補正予算（第２号）の件

19 平成23年度秋田市市有林会計補正

予算（第１号）の件

20 平成23年度秋田市市営墓地会計補

正予算（第３号）の件

21 平成23年度秋田市中央卸売市場会

計補正予算（第１号）の件

22 平成23年度秋田市大森山動物園会

計補正予算（第２号）の件

23 平成23年度秋田市国民健康保険事

業会計補正予算（第３号）の件

24 平成23年度秋田市介護保険事業会

計補正予算（第３号）の件

25 平成23年度秋田市後期高齢者医療

事業会計補正予算（第２号）の件

26 平成23年度秋田市病院事業会計補

正予算（第３号）の件
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27 平成23年度秋田市水道事業会計補

正予算（第２号）の件

28 平成23年度秋田市下水道事業会計

補正予算（第２号）の件

29 平成23年度秋田市農業集落排水事

業会計補正予算（第２号）の件

「 条 例 案 」 32件

30 秋田市議員報酬、報酬等の額およ ○改正理由

びその支給方法に関する条例の一 行政委員会の委員等の報酬の額を改める

部を改正する件 とともに、公設地方卸売市場運営協議会委

員等の報酬の額を定めるため、改正しよう

とするもの

○改正要旨

１ 行政委員会の委員の報酬を、月額およ

び日額により支給することとする。

２ 報酬が月額および日額で定められてい

る者の日額の報酬の支給日について定め

るとともに、規定を整備する。

３ 公設地方卸売市場の運営協議会委員お

よび取引委員会委員ならびに外国語指導

助手の報酬の額等を定める。

４ その他の非常勤職員のうち、特に高度

の専門的な知識経験等を必要とする職務

にある職員の日額の報酬の上限額を引き

上げる。

○施行期日 平成24年４月１日から

31 秋田市職員給与条例の一部を改正 ○改正理由

する件 特殊勤務手当のうち、税務手当等を日額

により支給することとするとともに、給与

から控除することができるものの範囲等を

改めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 税務手当の支給範囲を改め、日額によ

り支給することとするとともに、その名

称を市税等賦課徴収手当とする。

２ 防疫等業務手当の月額による支給を廃

止するとともに、福祉事務現業手当およ

び動物飼育手当を日額により支給するこ
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ととする。

３ 葬祭手当を日額により支給することと

し、その名称を斎場業務手当に改めると

ともに、規定を整備する。

４ 給与から控除することができるものの

範囲に、職員の駐車場使用料を加えるこ

ととする。

○施行期日 平成24年４月１日から

32 秋田市災害対策基本条例を設定す ○設定理由

る件 市の災害対策についての基本理念等を定

めることにより、災害対策の確立を図り、

もって市民の生命等を災害から保護するた

め、この条例を設定しようとするもの

○要旨

１ この条例は、災害の予防等に関する基

本的な事項を定めることにより、災害対

策の確立を図り、もって市民の生命、身

体および財産を災害から保護することを

目的とする。

２ 市の災害対策の基本理念として、災害

についての自助、共助および公助の理念

を定める。

３ 防災会議は、地域防災計画を作成する

ときは、基本理念を反映しなければなら

ないこととする。

４ 市民は、自ら居住する建築物等の安全

の確保等を図るよう努めなければならな

いこと等とする。

５ 事業者は、従業員および顧客の安全の

確保のため、事業で使用する建築物の安

全の確保等を図るよう努めなければなら

ないこと等とする。

６ 市民および事業者は、市が実施する災

害対策事業に協力しなければならないこ

と等とする。

７ 自主防災組織は、地域住民等と協力し、

地域における防災活動を実施するよう努

めなければならないこと等とする。

８ 市は、災害の予防等に関する必要な対

策を推進することにより、市民の生命等

を災害から守るとともに、安全を確保し

なければならないこととする。
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９ 市職員は、市民の安全な生活を確保す

るため、防災に関する知識等を習得しな

ければならないこと等とする。

10 市は、市民等との協働により、災害対

策を推進すること等を基本方針とする。

11 市は、自主防災組織の育成のため、必

要な助成等に努めなければならないこと

等とする。

12 市は、災害時要援護者に係る個人情報

について自主防災組織等に対して提供し、

共有させることができること等とする。

13 市は、防災に関する知識の普及等を積

極的に推進しなければならないこと等と

する。

14 市は、危険箇所等を表示した地図を作

成し、災害対策に関する情報を市民に提

供しなければならないこと等とする。

15 市は、災害が発生した場合におけるボ

ランティアによる被災者への支援活動の

円滑な実施を確保するために必要な支援

等に努めなければならないこと等とする。

16 市は、あらかじめ災害時における応急

医療体制を整備し、傷病者の救護に当た

らなければならないこと等とする。

17 市は、災害時に必要な備蓄物資の計画

的な整備を行わなければならないことと

する。

18 市は、災害時においては、直ちに災害

対策本部を中心とする応急体制を確立し

なければならないこととする。

19 市は、災害時において被災者のため必

要があると認めるときは、速やかに避難

所を開設し、運営しなければならないこ

ととする。

20 市は、災害により電気等の施設又は設

備が被災したときは、各事業者に対し、

その速やかな復旧を要請すること等とす

る。

21 市は、災害により市内に甚大な被害が

発生したときは、国等と連携協力し、早

期の復旧に努めなければならないこと等

とする。

22 市は、災害時に他の地方公共団体等に
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対し、あらかじめ防災に係る協定を締結

することとする。

23 市は、大規模な災害が発生した地方公

共団体に対し、応急対策に関し必要な支

援を行うこととする。

24 この条例に定めるもののほか必要な事

項は、規則で定めることとする。

○施行期日 平成24年７月１日から

33 秋田市水防協議会条例の一部を改 ○改正理由

正する件 水防法の一部改正（平成23年法律第124号）

･津波防災地域づくりに関する法律の施行に伴う関係法律の整備等 に伴い、規定を整備するため、改正しよう

に関する法律(平成23年法律第124号):平成23年12月14日公布､ とするもの

一部を除き同月27日施行 ○改正要旨

規定を整備する。

○施行期日 公布の日から

34 秋田市行政財産使用料条例の一部 ○改正理由

を改正する件 職員が通勤のため行政財産を駐車場とし

て使用する場合に使用料を徴収することと

するため、改正しようとするもの

○改正要旨

職員が通勤のため行政財産を駐車場とし

て使用する場合の使用料は月単位で徴収す

ることとし、その額は、土地使用料の額を

勘案して規則で定める額とする。

○施行期日 平成24年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

35 秋田市土地開発基金条例の一部を ○改正理由

改正する件 土地開発基金の規模を縮小するため、改

正しようとするもの

○改正要旨

基金の額を、35億円から15億円に改める。

○施行期日 平成24年８月31日から

36 秋田市特別会計条例の一部を改正 ○改正理由

する件 地方卸売市場の開設に伴い、新たに公設

地方卸売市場会計を設置するため、改正し

ようとするもの

○改正要旨

新たに公設地方卸売市場会計を設置する

とともに、規定を整備する。

○施行期日 平成24年４月１日から
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37 秋田市地域振興基金条例の一部を ○改正理由

改正する件 ふれあい福祉基金を地域振興基金に統合

するため、改正しようとするもの

○改正要旨

地域振興基金の設置目的および運用益の

処理に、ふれあい福祉基金の設置目的およ

び運用益の処理に関する規定を加える。

○施行期日 平成24年４月１日から。秋田

市ふれあい福祉基金条例を廃止するほか、

現在の基金に関する経過措置を規定する。

38 秋田市市税条例の一部を改正する ○改正理由

件 東日本大震災からの復興に関し地方公共

･経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための地方税 団体が実施する防災のための施策に必要な

法及び地方法人特別税等に関する暫定措置法の一部を改正する法律 財源の確保に係る地方税の臨時特例に関す

(平成23年法律第115号):平成23年12月２日公布､一部を除き平 る法律（平成23年法律第118号）の施行等に

成25年１月１日施行 伴い、個人の市民税の税率の特例等につい

･東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のた て定めるとともに、規定を整備するため、

めの施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律 改正しようとするもの

(平成23年法律第118号):平成23年12月２日公布､同日施行 ○改正要旨

･地方税法の一部を改正する法律(平成23年法律第120号):平成 １ 道府県たばこ税の税率の一部を市町村

23年12月14日公布､一部を除き同日施行 たばこ税に移譲することに伴い、市たば

こ税の税率を次のとおりとする。

1,000本当たり税率
種別

現 行 改正後

旧３級品以外 4,618円 5,262円

旧３級品 2,190円 2,495円

２ 退職所得の分離課税に係る所得割の額

の特例を廃止する。

３ 平成26年度から平成35年度までの個人

の市民税に限り、均等割の税率を500円引

き上げ、3,500円とする。

４ その他規定を整備する。

○施行期日 公布の日から。ただし、一部

の規定は平成25年１月１日および同年４月

１日から。条例の施行に関し必要な経過措

置を規定する。

39 秋田市暴力団排除条例を設定する ○設定理由

件 暴力団の排除についての基本理念等を定

めることにより、暴力団の排除を推進する

ため、この条例を設定しようとするもの
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○要旨

１ この条例は、暴力団の排除について、

基本理念等を定めることにより、暴力団

の排除を推進し、もって市民生活の安全

および平穏を確保し、ならびに市民の経

済活動の健全な発展に寄与することを目

的とする。

２ 暴力団の排除は、暴力団を恐れないこ

と、利用しないことおよび暴力団に対し

て資金を提供しないことを基本として、

市民、事業者、秋田県警察等の相互の連

携協力の下に推進されなければならない

こととする。

３ 市は、基本理念にのっとり、暴力団の

排除に関する施策を策定し、および実施

すること等とする。

４ 市民は、基本理念にのっとり、市が実

施する暴力団の排除に関する施策に協力

するよう努めること等とする。

５ 事業者は、基本理念にのっとり、その

行う事業に関し暴力団が利益を得ること

とならないよう努めること等とする。

６ 市は、公共工事等により暴力団が利益

を得ることとならないよう必要な措置を

講ずることとする。

７ 市は、市民等に対し、関係機関等と連

携し、暴力団の実態についての周知を図

ることその他の啓発活動を行うこととす

る。

８ 市が共催する祭礼等の主催者は、その

開催の約款等において、暴力団を利用し

ないこと等について定めるよう努めるこ

ととする。

９ 市の機関は、暴力団の排除のために必

要な個人情報を必要最小限の範囲で収集

し、必要があるときは警察署長に提供す

ることができることとする。

10 この条例に定めるもののほか必要な事

項は、別に定めることとする。

○施行期日 平成24年４月１日から

40 秋田市雄和中の沢多目的研修集会 ○廃止理由

施設条例を廃止する件 雄和中の沢多目的研修集会施設を廃止す
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るため、廃止しようとするもの

○施行期日 平成24年４月１日から

41 秋田市民交流プラザ条例の一部を ○改正理由

改正する件 秋田市民交流プラザの施設の使用料を引

き下げ、その使用時間の単位を改めるとと

もに、規定を整備するため、改正しようと

するもの

○改正要旨

秋田市民交流プラザの施設の使用料を引

き下げ、時間単位で徴収することとすると

ともに、規定を整備する。

○施行期日 平成24年７月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

42 秋田市障害福祉サービスセンター ○改正理由

条例の一部を改正する件 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 法律第37号）等に伴い、規定を整備するた

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ め、改正しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○改正要旨

･障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福 規定を整備する。

祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するた ○施行期日 平成24年４月１日および公布

めの関係法律の整備に関する法律(平成22年法律第71号):平成22 の日から

年12月10日公布､平成24年４月1日施行（一部については公布の日

および平成23年10月１日施行）

43 秋田市手数料条例の一部を改正す ○改正理由

る件 介護老人保健施設の開設の許可申請等に

係る手数料を定めるとともに、浮き蓋付特

定屋外タンク貯蔵所の設置の許可申請等に

係る手数料を定めるため、改正しようとす

るもの

○改正要旨

１ 新たに介護老人保健施設の開設許可申

請手数料等を定める。

２ 新たに浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所

の設置の許可申請等に係る手数料を定め

る。

○施行期日 平成24年４月１日から

44 秋田市老人デイサービスセンター ○改正理由

条例の一部を改正する件 介護サービスの基盤強化のための介護保

･介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 険法等の一部を改正する法律（平成23年法
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法律(平成23年法律第72号):平成23年６月22日公布､一部を除き 律第72号）の施行に伴い、規定を整備する

平成24年４月１日施行 ため、改正しようとするもの

○改正要旨

規定を整備する。

○施行期日 平成24年４月１日から

45 秋田市介護保険条例の一部を改正 ○改正理由

する件 介護保険法施行令の一部改正（平成23年

･介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 政令第376号）等に伴い、平成24年度から平

法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令(平成 成26年度までの保険料率およびその特例に

23年政令第376号):平成23年12月２日公布､一部を除き平成24年 ついて定めるため、改正しようとするもの

４月１日施行 ○改正要旨

第５期介護保険事業計画の策定に伴い、

平成24年度から平成26年度までの第一号被

保険者に係る保険料率を定める。

○施行期日 平成24年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

46 秋田市食品衛生法施行条例の一部 ○改正理由

を改正する件 食品衛生法施行規則の一部改正（平成23

年内閣府令・厚生労働省令第５号）等に伴

い、規定を整備するため、改正しようとす

るもの

○改正要旨

規定を整備する。

○施行期日 公布の日から

47 秋田市児童館条例の一部を改正す ○改正理由

る件 中通児童館の移転に伴い、その位置の表

示を改めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

中通児童館の位置の表示を「秋田市南通

みその町３番27号」から「秋田市南通亀の

町12番17号」に改める。

○施行期日 平成24年４月１日から

48 秋田市一般廃棄物処理施設整備基 ○設定理由

金条例を設定する件 一般廃棄物処理施設の整備等の関連事業

に要する経費に充てることを目的とする一

般廃棄物処理施設整備基金（以下「基金」

という。）を設置するため、この条例を設

定しようとするもの

○要旨
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１ 基金は、一般廃棄物処理施設の整備等

の関連事業に要する経費に充てるため、

設置することとする。

２ 基金として積み立てる額は、一般会計

歳入歳出予算で定める額とすることとす

る。

３ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならないこととする。

４ 基金の運用から生ずる収益は、一般会

計歳入歳出予算に計上し、基金に編入す

ることとする。

５ 市長は、財政上必要があると認めると

きは、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができることとす

る。

６ 基金は、一般廃棄物処理施設の整備等

の関連事業に要する経費に充てる場合に

限り、処分することができることとする。

７ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成24年４月１日から

49 秋田市浄化槽保守点検業者の登録 ○改正理由

に関する条例および秋田市屋外広 民法等の一部を改正する法律（平成23年

告物条例の一部を改正する件 法律第61号）の施行に伴い、規定を整備す

･民法等の一部を改正する法律(平成23年法律第61号):平成23年 るため、改正しようとするもの

６月３日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○改正要旨

浄化槽保守点検業および屋外広告業の登

録申請者が未成年者である場合の法定代理

人に関する規定を整備する。

○施行期日 平成24年４月１日から

50 秋田市商工業振興条例の一部を改 ○改正理由

正する件 奨励措置の適用対象者の拡大を図るため、

改正しようとするもの

○改正要旨

１ 新たに一定の要件を満たす流通関連施

設および特定サービス施設の新設等につ

いて、奨励措置の対象とする。

２ 情報通信関連事業所の新設等に係る投

下固定資産総額の金額要件を緩和する。

○施行期日 平成24年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。
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51 秋田市河辺畜産経営環境整備施設 ○廃止理由

条例を廃止する件 河辺畜産経営環境整備施設を廃止するた

め、廃止しようとするもの

○施行期日 平成24年４月１日から

52 秋田市自転車等駐車場条例の一部 ○改正理由

を改正する件 アトリオン広場地下自転車駐車場（以下

「駐車場」という。）の使用料を徴収しな

いこととするとともに、自転車を入出場す

ることができる時間等を改めるため、改正

しようとするもの

○改正要旨

１ 駐車場の使用料を無料とする。

２ 駐車場に入場し、又は出場することが

できる時間について、「午前７時から午

後９時まで」を「午前９時から午後７時

まで」に変更する。

３ 駐車場における定期使用および冬期保

管を廃止する。

○施行期日 平成24年７月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

53 秋田市にぎわい交流館条例の一部 ○改正理由

を改正する件 にぎわい交流館の附属設備の利用料金に

ついて定めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

にぎわい交流館の附属設備の利用料金は、

次の表に定める額の範囲内とする。

品目 単位 利用料金

（上限額）

音響映像設備で規 １設備に 8,000円

則で定めるもの つき

照明設備で規則で 7,000円

定めるもの

舞台設備で規則で 6,000円

定めるもの

その他附属設備で 10,000円

規則で定めるもの

備考 この表の額は、市長が特に必要があると認める

場合を除き、別表第１および別表第２に定める施設

の利用時間の区分（１時間当たりの利用料金の額が

定められている施設にあっては、１時間）の額とす

る。
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○施行期日 平成24年７月21日から。ただ

し、一部の規定は同月５日から

54 秋田市短期大学運営基金条例の一 ○改正理由

部を改正する件 短期大学運営基金（以下「基金」という。）

について、４年制大学への移行のための施

設等の整備に充てる場合に処分することが

できることとするため、改正しようとする

もの

○改正要旨

１ 題名を「秋田市短期大学運営等基金条

例」とする。

２ 基金は、短期大学等の施設および設備

の整備に必要な財源に充てる場合につい

ても処分することができることとすると

ともに、規定を整備する。

○施行期日 平成24年４月１日から

55 秋田市立学校給食共同調理場設置 ○改正理由

条例の一部を改正する件 山谷小学校の廃止に伴い、太平小学校、

山谷小学校、太平中学校共同調理場の名称

を改めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

太平小学校、山谷小学校、太平中学校共

同調理場の名称を太平小学校、太平中学校

共同調理場に改める。

○施行期日 平成24年４月１日から

56 秋田市招致外国青年の給料および ○廃止理由

旅費に関する条例を廃止する件 招致外国青年に報酬等を支給することと

するため、廃止しようとするもの

○施行期日 平成24年４月１日から

57 秋田市立図書館条例の一部を改正 ○改正理由

する件 地域の自主性及び自立性を高めるための

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 改革の推進を図るための関係法律の整備に

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 関する法律（平成23法律第105号）の施行に

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 伴い、図書館協議会の委員の任命の基準を

定めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

図書館協議会の委員は、学校教育および

社会教育の関係者、家庭教育の向上に資す

る活動を行う者ならびに学識経験者の中か
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ら任命することとするとともに、規定を整

備する。

○施行期日 平成24年４月１日から

58 秋田市美術作品等取得基金条例の ○改正理由

一部を改正する件 美術作品等取得基金（以下「基金」とい

う。）について、美術作品等の修復に充て

る場合に処分することができることとする

ため、改正しようとするもの

○改正要旨

基金は、美術作品等の修復のため必要な

財源に充てる場合についても処分すること

ができることとするとともに、規定を整備

する。

○施行期日 平成24年４月１日から

59 秋田市立千秋美術館条例の一部を ○改正理由

改正する件 地域の自主性及び自立性を高めるための

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 改革の推進を図るための関係法律の整備に

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 関する法律（平成23法律第105号）の施行に

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 伴い、千秋美術館協議会の委員の任命の基

準を定めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

千秋美術館協議会の委員は、学校教育お

よび社会教育の関係者、家庭教育の向上に

資する活動を行う者ならびに学識経験者の

中から任命することとするとともに、規定

を整備する。

○施行期日 平成24年４月１日から

60 秋田市火災予防条例の一部を改正 ○改正理由

する件 危険物の規制に関する政令の一部改正（平

･危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令(平成23年政令 成23年政令第405号）に伴い、新たに指定さ

第405号):平成23年12月21日公布､一部を除き平成24年７月１日 れた危険物の貯蔵および取扱いの基準等に

施行 関する経過措置を定めるため、改正しよう

とするもの

○改正要旨

新たに危険物として指定された炭酸ナト

リウム過酸化水素付加物の貯蔵および取扱

いの技術上の基準等に関する経過措置を規

定する。

○施行期日 平成24年７月１日から
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61 秋田市水道事業等の設置等に関す ○改正理由

る条例の一部を改正する件 金足の一部を給水区域に加えることに伴

い、給水人口等を改めるため、改正しよう

とするもの

○改正要旨

金足の岩瀬、堀内、浦山および高岡地区

を新たに給水区域に加えるため、給水人口

および１日最大給水量を、これらの区域を

加えた最新の推計値に改める。

給水人口：327,700人→319,100人

１日最大給水量：144,900�→125,700�

○施行期日 規則で定める日から

「 単 行 案 」 14件

62 包括外部監査契約を締結する件 ○平成24年度の包括外部監査契約を締結し

ようとするもの

・契約の目的 当該契約に基づく監査およ

び監査の結果に関する報告

・契約の始期 平成24年４月１日

・契 約 金 額 10,417,050円を上限とする額

・契約の相手 渡邉雅章(資格：公認会計士)

※提出根拠法：地方自治法第252条の36第１項

63 秋田市東地区コミュニティセンタ ○東地区コミュニティセンターの指定管理

ーの指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者

東地区コミュニティセンター管理運営

委員会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

64 秋田市保戸野地区コミュニティセ ○保戸野地区コミュニティセンターの指定

ンターの指定管理者を指定する件 管理者を指定しようとするもの

・指定管理者

保戸野地区コミュニティセンター管理

運営委員会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項
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65 秋田市川尻地区コミュニティセン ○川尻地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

川尻地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

66 秋田市河辺戸島ふるさとセンター ○河辺戸島ふるさとセンターの指定管理者

の指定管理者を指定する件 を指定しようとするもの

・指定管理者

戸島町内会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成26年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

67 秋田市雄和左手子交流センターの ○雄和左手子交流センターの指定管理者を

指定管理者を指定する件 指定しようとするもの

・指定管理者

左手子報徳会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

68 秋田市御所野交流センターの指定 ○御所野交流センターの指定管理者を指定

管理者を指定する件 しようとするもの

・指定管理者

社会福祉法人秋田けやき会

・指定の期間

平成24年４月１日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

69 秋田市にぎわい交流館および秋田 ○にぎわい交流館および中通一丁目自動車

市中通一丁目自動車駐車場の指定 駐車場の指定管理者を指定しようとするも

管理者を指定する件 の

・指定管理者

あきたまちづくり共同企業体

・指定の期間

・にぎわい交流館

平成24年７月21日～平成29年３月31日

・中通一丁目自動車駐車場

平成24年７月５日～平成29年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項
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70 市道路線を廃止する件 ○雄和火葬場の閉場に伴い機能消滅した路

線を整理するため、廃止しようとするもの

・廃止路線 １路線 101.6ｍ

※提出根拠法：道路法第10条第３項

71 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 ５路線 延長341.0ｍ

・認定後の市道総延長 約1,984Kｍ

※提出根拠法：道路法第８条第２項

72 建物を譲与する件 ○平成24年３月設立予定の株式会社河辺堆

肥センター（仮称）へ事業の用に供する建

物を譲与しようとするもの

・所 在 秋田市河辺神内字鎌倉１番地５

・種 類 たい肥発酵処理施設および管理棟

・面 積

・たい肥発酵処理施設 1,315.31㎡

・管理棟 50.05㎡

・譲与先 株式会社河辺堆肥センター(仮称)

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

73 土地および建物を買い入れる件 ○にぎわい交流館および中通一丁目自動車

駐車場の用地および建物を取得しようとす

るもの

・土地

・にぎわい交流館用地

・所 在 秋田市中通一丁目67番

・種 類 宅地

・面 積

(区分１) 2,308.48㎡の内、共有持分

0.259242

(区分２) 2,308.48㎡の内、共有持分

0.740758

・予定価格 318,570,000円

・中通一丁目自動車駐車場用地

・所 在 秋田市中通一丁目68番

・種 類 宅地

・面 積

10,680.10㎡の内、共有持分0.570508

・予定価格 743,356,000円
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・建物

・にぎわい交流館

・所 在 秋田市中通一丁目67番

・構 造 鉄骨造地下１階地上４階建

・用 途 公益施設

・面 積

(区分１) 専用部分 1,111.37㎡

共用部分 844.32㎡の内、

共有持分0.259242

(区分２) 専用部分 3,175.62㎡

共用部分 844.32㎡の内、

共有持分0.740758

・予定価格 1,716,823,500円

・中通一丁目自動車駐車場

・所 在 秋田市中通一丁目68番

・構 造 鉄骨造地上５階建

・用 途 駐車場

・面 積

専用部分 17,892.71㎡

二者共用部分 809.69㎡の内、共有

持分0.838646

三者共用部分 110.93㎡の内、共有

持分0.833337

・予定価格 822,034,500円

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

74 秋田市中央卸売市場会計へ繰り入 ○中央卸売市場会計の事業推進のための一

れる件 般会計からの繰入れ（平成24年度）を行お

うとするもの

・繰入金額 21,696千円以内

※提出根拠法：地方財政法第６条

75 秋田市大森山動物園会計へ繰り入 ○大森山動物園会計の事業推進のための一

れる件 般会計からの繰入れ（平成24年度）を行お

うとするもの

・繰入金額 362,198千円以内

※提出根拠法：地方財政法第６条
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「追加提案」

「 人 事 案 」 ６件

76 秋田市公平委員会委員の選任につ ○公平委員会委員伊勢昌弘氏の辞任（平成

いて同意を求める件 24年１月26日付）に伴い、その後任の選任

について同意を求めようとするもの

・任期 残任期間(平成26年12月25日まで)

※提出根拠法：地方公務員法第９条の２第２項

77 秋田市教育委員会委員の任命につ ○教育委員会委員藤井正人氏の任期満了（平

いて同意を求める件 成24年３月31日付）に伴い、その後任の任

命について同意を求めようとするもの

・任期４年

※提出根拠法：地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項

78 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員大塚宏幸氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成24年５月12日付）に伴い、

その後任の選任について同意を求めようと

するもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

79 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員鈴木玲子氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成24年５月12日付）に伴い、

その後任の選任について同意を求めようと

するもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

80 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員木村澄氏の

員の選任について同意を求める件 任期満了（平成24年５月12日付）に伴い、

その後任の選任について同意を求めようと

するもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

81 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員山陰逸郎氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成24年５月12日付）に伴い、

その後任の選任について同意を求めようと

するもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項


